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(57)【要約】
【課題】機器が異常動作状態に陥った場合でも、ネット
ワークへの影響を最小限に抑制し得る組込インタフェー
ス回路を提供する。
【解決手段】１対の受信端子Ｒｘ１，Ｒｘ２を介して差
動シリアル信号を受信する差動レシーバ１４と、１対の
送信端子Ｔｘ１，Ｔｘ２に差動シリアル信号を出力する
差動ドライバ１５と、を備え、機器状態判断手段（ＡＮ
Ｄゲート３１）により、当該組込インタフェース回路が
組み込まれる機器が正常稼働状態であるか否かを判断し
、切替手段（１７、１８）により、機器状態判断手段が
正常稼働状態であると判断したときには、１対の受信端
子及び差動レシーバ１４間、並びに、差動ドライバ１５
及び１対の送信端子間、をそれぞれ接続し、また、機器
状態判断手段が正常稼働でない状態と判断したときには
、１対の受信端子及び１対の送信端子間を接続する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１対の受信端子と、
　１対の送信端子と、
　当該組込インタフェース回路が組み込まれる機器が正常稼働状態であるか否かを判断す
る機器状態判断手段と、
　前記１対の受信端子を介して差動シリアル信号を受信する差動レシーバと、
　前記１対の送信端子に差動シリアル信号を出力する差動ドライバと、
　前記機器状態判断手段が正常稼働状態であると判断したとき、前記１対の受信端子及び
前記差動レシーバ間、並びに、前記差動ドライバ及び前記１対の送信端子間、をそれぞれ
接続し、前記機器状態判断手段が正常稼働でない状態と判断したとき、前記１対の受信端
子及び前記１対の送信端子間を接続する切替手段と、を有すること
　を特徴とする組込インタフェース回路。
【請求項２】
　前記正常稼働でない状態は、前記機器の動作が異常である状態、前記機器の起動が未完
である状態、及び／または、前記機器の電源が未投入である状態を含むこと、
　を特徴とする請求項１に記載の組込インタフェース回路。
【請求項３】
　前記切替手段は、
　一端が前記受信端子の反転極性端子及び前記差動レシーバの反転極性入力と接続される
第１抵抗と、
　一端が前記送信端子の正極性端子及び前記差動ドライバの正極性出力と接続される第２
抵抗と、
　前記第１抵抗の他端と接続される第１端子と、前記第２抵抗の一端と接続される第２端
子と、前記受信端子の正極性端子及び前記差動レシーバの正極性入力と接続される第３端
子と、を備え、前記第３端子と前記第１端子または前記第２端子との接続を切り替える第
１スイッチング素子と、
　前記第２抵抗の他端と接続される第１端子と、前記第１抵抗の一端と接続される第２端
子と、前記送信端子の反転極性端子及び前記差動ドライバの反転極性出力と接続される第
３端子と、を備え、前記第３端子と前記第１端子または前記第２端子との接続を切り替え
る第２スイッチング素子と、を有し、
　前記機器状態判断手段が正常稼働状態であると判断したときは、前記第１スイッチング
素子の前記第３端子と前記第１端子とを接続すると共に、前記第２スイッチング素子の前
記第３端子と前記第１端子とを接続し、
　前記機器状態判断手段が正常稼働でない状態と判断したときは、前記第１スイッチング
素子の前記第３端子と前記第２端子とを接続すると共に、前記第２スイッチング素子の前
記第３端子と前記第２端子とを接続すること
　を特徴とする請求項１または請求項２に記載の組込インタフェース回路。
【請求項４】
　前記切替手段は、
　一端が前記受信端子の反転極性端子及び前記差動レシーバの反転極性入力と接続される
第１抵抗と、
　一端が前記送信端子の正極性端子及び前記差動ドライバの正極性出力と接続される第２
抵抗と、
　一端が前記第１抵抗の他端と接続され、他端が前記受信端子の正極性端子及び前記差動
レシーバの正極性入力と接続される第３スイッチング素子と、
　一端が前記第２抵抗の一端と接続され、他端が前記受信端子の正極性端子及び前記差動
レシーバの正極性入力と接続される第４スイッチング素子と、
　一端が前記第１抵抗の一端と接続され、他端が前記送信端子の反転極性端子及び前記差
動ドライバの反転極性出力と接続される第５スイッチング素子と、
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　一端が前記第２抵抗の他端と接続され、他端が前記送信端子の反転極性端子及び前記差
動ドライバの反転極性出力と接続される第６スイッチング素子と、を有し、
　前記機器状態判断手段が正常稼働状態であると判断したときは、前記第３スイッチング
素子及び前記第５スイッチング素子を閉制御すると共に、前記第４スイッチング素子及び
前記第６スイッチング素子を開制御し、
　前記機器状態判断手段が正常稼働でない状態であると判断したときは、前記第３スイッ
チング素子及び前記第５スイッチング素子を開制御すると共に、前記第４スイッチング素
子及び前記第６スイッチング素子を閉制御すること
　を特徴とする請求項１または請求項２に記載の組込インタフェース回路。
【請求項５】
　前記差動レシーバ及び前記差動ドライバを介した差動シリアル信号の送受信を制御する
制御手段を有し、
　前記制御手段は、前記差動レシーバを常時作動可能とし、前記差動ドライバを前記機器
状態判断手段が正常稼働状態であると判断したときにのみ作動可能とすること
　を特徴とする請求項１または請求項２に記載の組込インタフェース回路。
【請求項６】
　前記差動レシーバの出力と前記差動ドライバの入力とを接続するバイパス回路を有し、
　前記制御手段は、第１の他機器からの差動シリアル信号を第２の他機器へ転送する転送
機能を有効とするときにのみ、前記バイパス回路を有効とすること
　を特徴とする請求項５に記載の組込インタフェース回路。
【請求項７】
　当該組込インタフェース回路が組み込まれる機器が、
　Ｎ番目（Ｎは３以上の整数）の機器の１対の送信端子が１番目の機器の１対の受信端子
に接続され、ｊ番目（ｊ＝２～Ｎ－１）の機器の１対の受信端子がｊ－１番目の機器の１
対の送信端子に接続され、ｊ番目の機器の１対の送信端子がｊ＋１番目の機器の１対の受
信端子に接続されたＮ個の機器を備えたネットワークシステムの一機器であるとき、
　前記制御手段は、当該機器から差動シリアル信号を送信した後、一定期間内に該差動シ
リアル信号を受信しないとき、或いは、一定期間内に受信した差動シリアル信号が送信し
た差動シリアル信号と一致しないとき、前記ネットワークシステムの異常であると判断す
ること
　を特徴とする請求項１または請求項２に記載の組込インタフェース回路。
【請求項８】
　当該組込インタフェース回路が組み込まれる機器が、
　Ｎ番目（Ｎは３以上の整数）の機器の１対の送信端子が１番目の機器の１対の受信端子
に接続され、ｊ番目（ｊ＝２～Ｎ－１）の機器の１対の受信端子がｊ－１番目の機器の１
対の送信端子に接続され、ｊ番目の機器の１対の送信端子がｊ＋１番目の機器の１対の受
信端子に接続されたＮ個の機器を備えたネットワークシステムの一機器であるとき、
　前記制御手段は、当該機器から差動シリアル信号を送信する期間、及び、該送信後に該
差動シリアル信号を受信するまでの期間、或いは、該送信後から一定期間の間、前記転送
機能を無効とすること
　を特徴とする請求項６に記載の組込インタフェース回路。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ネットワークに接続する機器に組み込まれる組込インタフェース回路に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　半二重方式の差動シリアルインタフェースを介して機器間の接続を行うネットワークで
は、ネットワークの接続構成は多種多様である。例えば、高速通信が必要な経路、接続台
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数が多い経路、配線長が多い経路など、各種仕様に合わせた最適な構成がある。また、半
二重方式の差動シリアルインタフェースは、主に２線の差動信号を送信／受信で共用して
おり、通信状況のモニタとプロトコル制御で送受信タイミングを形成している。
【０００３】
　例えば、特許文献１は、ＣＰＵなどのコントローラと表示パネルやカメラなどの周辺デ
バイス間の通信インタフェースを想定したものであって、自機の送信ポートが後段の受信
ポートに接続され、また自機の受信ポートが前段の送信ポートに接続されるようネットワ
ークを構成している。特許文献１では、このように制御デバイスと被制御デバイスをリン
グネットワーク状に接続して、多くの被制御デバイスが接続される場合にも、信号線の本
数を増やさずに全体を最小限の信号線で接続可能とする手法が開示されている。
【０００４】
　また、特許文献２では、自機の送信ポートが後段の受信ポートに接続され、また自機の
受信ポートが前段の送信ポートに接続されて構成されるリング型ネットワークを前提とし
ている。このようなネットワークにおいて、データ伝送環境が悪い場合であっても、ロッ
ク信号とトレーニング信号とを区別するためのトレーニングヘッダ信号で初期化を行って
、各機器が同期化され、且つ、互いに判定レベルを設定して一方向通信を可能とする手法
が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００７－４９２１７号公報
【特許文献２】特開２００５－１５０９７０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　このような半二重方式の差動シリアルインタフェースは、主に、送信／受信機能を持つ
複数の機器が相互間通信を行う場合に適用される。この半二重方式の差動シリアルインタ
フェースを用いたネットワーク構成の利点としては、差動信号を形成する２本の配線のみ
を使用してネットワーク接続が可能であるため、ネットワーク構築を低コスト化できる点
、並びに、各機器におけるインタフェース回路が簡素化される点などが挙げられる。
【０００７】
　他方で、このネットワーク構成における制約事項として、半二重に対応したプロトコル
である必要がある点、並びに、配線長や接続機器台数に対応した通信品質（通信速度、エ
ラー率等）の検証が必要となる点などが挙げられる。特に配線長と通信速度については、
双方の影響度が大きく、一定の通信品質を保つためには、配線長が長くなるに伴って通信
速度の低下が余儀なくされる。この通信速度の低下はシステムの応答性能などに影響を与
えるため、ネットワークの高速化が望まれる。
【０００８】
　また、ネットワークに接続される機器台数が多いほど、機器故障時のネットワークへの
影響が懸念される。前記特許文献１において、ネットワークが正常稼働するには、受信デ
ータを自機で判別し転送する機能が正常稼働していることが前提であり、機器故障や電源
異常などの異常動作状態に陥った場合には、該機器の後段に接続されるネットワーク上の
通信経路は無効となって通信不可となる懸念がある。また、前記特許文献２においても同
様である。
【０００９】
　なお、ネットワークに接続される機器が機器故障や電源異常などの異常動作状態に陥っ
た場合の対処として、種々の技法が考えられる。例えば、該異常動作状態の機器から他の
機器に異常通知メッセージ等が送信されるとき、他の機器側では、該異常動作状態の機器
を迂回したネットワーク上の別経路を構築して、他の機器間で通信を行うようにするもの
がある。
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【００１０】
　さらに、異常通知メッセージ等が送信できないケースも考えられる。このような場合に
対処するためには、例えば、各機器に受信データについて異常の有無を常時監視する監視
機能や、定期的に他の機器の状態を確認するための通信を行う確認機能など、を各機器が
備える必要がある。すなわち、ネットワークに接続される機器が異常動作状態に陥った場
合、それを他の機器側で検知するための機能を備えておく必要性や、ネットワーク上の通
信経路の変更を行う必要性があるなど、ネットワークへの影響は大きいものがあった。
【００１１】
　本発明は、以上のような事情に鑑みてなされたものであって、ネットワークに接続され
る機器が異常動作状態に陥った場合でも、該ネットワークにおける他の機器との接続状態
を維持して、ネットワークシステムへの影響を最小限に抑制し得る組込インタフェース回
路を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記課題を解決するため、本発明は、１対の受信端子と、１対の送信端子と、当該組込
インタフェース回路が組み込まれる機器が正常稼働状態であるか否かを判断する機器状態
判断手段と、前記１対の受信端子を介して差動シリアル信号を受信する差動レシーバと、
前記１対の送信端子に差動シリアル信号を出力する差動ドライバと、前記機器状態判断手
段が正常稼働状態であると判断したとき、前記１対の受信端子及び前記差動レシーバ間、
並びに、前記差動ドライバ及び前記１対の送信端子間、をそれぞれ接続し、前記機器状態
判断手段が正常稼働でない状態と判断したとき、前記１対の受信端子及び前記１対の送信
端子間を接続する切替手段と、を備えることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明により、ネットワークに接続される機器が異常動作状態に陥った場合でも、該ネ
ットワークにおける他の機器との接続状態を維持して、ネットワークシステムへの影響を
最小限に抑制し得る組込インタフェース回路を実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の一実施形態に係る組込インタフェース回路の回路構成図である。
【図２】（ａ）はスイッチング素子を説明する説明図であり、（ｂ）はスイッチング素子
が図１とは逆に切り替えられたときの接続状態を示す部分的な回路構成図である。
【図３】実施形態の組込インタフェース回路が組み込まれた機器をＮ台接続してリング型
ネットワークを構成したときの構成図である。
【図４】実施形態の組込インタフェース回路が組み込まれた機器における送信時の処理手
順を説明するフローチャートである。
【図５】図３のリング型ネットワークを入退室管理システムに適用したときの構成図であ
る。
【図６】実施形態の変形例に係る組込インタフェース回路の部分的な回路構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の組込インタフェース回路の実施形態について、適宜図面を参照しながら
詳細に説明する。なお、各図において共通する部分には同一の符号を付し、重複した説明
を省略する。
【００１６】
〔実施形態〕
　図１は本発明の一実施形態に係る組込インタフェース回路５０の回路構成図である。本
実施形態の組込インタフェース回路５０は、各種入力機器や各種センサ等の機器に組み込
まれ、該機器を、半二重方式の差動シリアルインタフェースを介して機器間接続を行うネ
ットワークに接続するためのインタフェース回路である。なお、後記するように、本実施
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形態の組込インタフェース回路５０では、機器状態に応じて差動シリアル信号の接続関係
が切り替わるが、図１とは逆の接続関係に切り替えられたときの部分的な回路構成図を図
２（ｂ）に示す。
【００１７】
　図１において、組込インタフェース回路５０は、コネクタ１１、差動シリアルトランシ
ーバ１３、第１スイッチング素子１７、第２スイッチング素子１８、励磁コイル１９、制
御部２１、トランジスタ２９、第１抵抗２７、第２抵抗２８、ＡＮＤゲート３１，３３，
３７及びＯＲゲート３５を備えた構成である。
【００１８】
　コネクタ１１は、差動シリアルインタフェースの受信端子及び送信端子を分離して備え
る。すなわち、受信端子（Ｒｘ）として正極性端子Ｒｘ１及び反転極性端子Ｒｘ２を持ち
、受信端子（Ｔｘ）として正極性端子Ｔｘ１及び反転極性端子Ｔｘ２を持つ。このような
送受信端子の分離構成により、他の機器とのデイジーチェーン接続が可能となる。
【００１９】
　また、差動シリアルトランシーバ１３には、１対の受信端子Ｒｘ１，Ｒｘ２を介して差
動シリアル信号を受信する差動レシーバ１４と、１対の送信端子Ｔｘ１，Ｔｘ２に差動シ
リアル信号を出力する差動ドライバ１５と、を備える。なお、差動レシーバ１４のイネー
ブル端子（負論理）は接地電位ＧＮＤと接続されており、差動レシーバ１４が常に有効と
なるよう制御されている。また、差動ドライバ１５のイネーブル端子（正論理）には後記
する機器状態信号ＤＳＴが接続され、該機器状態信号ＤＳＴにより差動ドライバ１５の有
効／無効が制御される構成である。
【００２０】
　次に、特許請求の範囲にいう切替手段は、第１スイッチング素子１７、第２スイッチン
グ素子１８、励磁コイル１９、第１抵抗２７、第２抵抗２８及びトランジスタ２９を備え
て構成されている。
【００２１】
　第１抵抗２７は、一端が受信端子の反転極性端子Ｒｘ２及び差動レシーバ１４の反転極
性入力と接続され、他端が第１スイッチング素子１７の第１端子Ａ１と接続されている。
また、第２抵抗２８は、一端が送信端子の正極性端子Ｔｘ１及び差動ドライバ１５の正極
性出力と接続され、他端が第２スイッチング素子１８の第１端子Ａ２と接続されている。
なお、第１抵抗２７及び第２抵抗２８は、デイジーチェーン接続における他の機器との１
対１接続において、それぞれ終端抵抗として機能する。
【００２２】
　第１スイッチング素子１７は、第１抵抗２７の他端と接続される第１端子Ａ１と、第２
抵抗２８の一端と接続される第２端子Ｂ１と、受信端子の正極性端子Ｒｘ１及び差動レシ
ーバ１３の正極性入力と接続される第３端子Ｃ１と、を備えて、第３端子Ｃ１と第１端子
Ａ１または第２端子Ｂ１との接続を切り替える。
【００２３】
　また、第２スイッチング素子１８は、第２抵抗２８の他端と接続される第１端子Ａ２と
、第１抵抗２７の一端と接続される第２端子Ｂ２と、送信端子の反転極性端子Ｔｘ２及び
差動ドライバ１５の反転極性出力と接続される第３端子Ｃ２と、を備えて、前記第３端子
と前記第１端子または前記第２端子との接続を切り替える。
【００２４】
　すなわち、第１スイッチング素子１７及び第２スイッチング素子１８は、それぞれ第１
端子Ａ１，Ａ２側に接続されるとき（図１に示す接続状態）には、１対の受信端子Ｒｘ１
，Ｒｘ２に入力される差動シリアル信号は差動レシーバ１３に供給される。このとき、受
信される差動シリアル信号線の正極性側と反転極性側との間は第１抵抗２７を介して接続
され、終端抵抗（第１抵抗２７）による終端処理が施された構成となる。また、同時に、
差動ドライバ１５から出力される差動シリアル信号は１対の送信端子Ｔｘ１，Ｔｘ２に出
力される。このとき、送信される差動シリアル信号線の正極性側と反転極性側との間は第
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２抵抗２８を介して接続され、終端抵抗（第２抵抗２８）による終端処理が施された構成
となる。
【００２５】
　また、第１スイッチング素子１７及び第２スイッチング素子１８がそれぞれ第２端子Ｂ
１，Ｂ２側に接続されるとき（図２（ｂ）に示す接続状態）には、送受信端子間が短絡さ
れ、１対の受信端子Ｒｘ１，Ｒｘ２に入力される差動シリアル信号は、そのまま１対の送
信端子Ｔｘ１，Ｔｘ２に出力される。なお、このとき、差動シリアル信号には終端抵抗（
第１抵抗２７または第２抵抗２８）は接続されない。
【００２６】
　なお、第１スイッチング素子１７及び第２スイッチング素子１８は、図２（ａ）に示す
ように、励磁コイル１９によるメカニカルリレー２０で具現されるものであり、（ｐｎｐ
）トランジスタ２９のオンオフによって接続が切り替わる。すなわち、励磁コイル１９は
トランジスタ２９と直列接続されて、電源電位Ｖｃｃと接地電位ＧＮＤ間に接続されてお
り、トランジスタ２９のベース電極には、後記する機器状態信号ＤＳＴが接続されている
。
【００２７】
　機器状態信号ＤＳＴがＨレベルの（機器が通常状態にある）ときには、トランジスタ２
９がオフ状態となって励磁コイル１９には電圧は印加されず、第１スイッチング素子１７
及び第２スイッチング素子１８は、それぞれ第１端子Ａ１，Ａ２側に接続される（図１に
示す接続状態）。他方、機器状態信号ＤＳＴがＬレベルの（機器が非通常状態にある）と
きには、トランジスタ２９がオン状態となって励磁コイル１９に電圧が印加され、第１ス
イッチング素子１７及び第２スイッチング素子１８は、それぞれ第２端子Ｂ１，Ｂ２側に
接続される（図２（ｂ）に示す接続状態）こととなる。
【００２８】
　次に、制御部２１は、ＭＰＵ（Micro-Processing Unit）またはＤＳＰ（Digital Signa
l Processor）等のプロセッサ、プログラムや各種データを記憶したＲＯＭ（Read Only M
emory）やＲＡＭ（Random Access Memory）等のメモリなどで構成され、差動レシーバ１
４及び差動ドライバ１５を介した差動シリアル信号の送受信を行う。すなわち、受信時に
は、差動レシーバ１４からの受信データＲＸＤを取り込み、送信時には、ＯＲゲート３５
を介して送信データＴＸＤを差動ドライバ１５に出力する。なお、ＭＰＵまたはＤＳＰは
、当該組込インタフェース回路５０が組み込まれる機器（以下では、自機と称することも
ある）が、機器の動作制御のために持つものを流用しても良いし、或いは、独立したデー
タ通信制御専用のものであっても良い。
【００２９】
　また、本実施形態の組込インタフェース回路５０は、差動レシーバ１４の出力と差動ド
ライバ１５の入力とを接続するバイパス回路を備えている。バイパス回路はＡＮＤゲート
３３及びＯＲゲート３５で具現され、ＡＮＤゲート３３で受信データＲＸＤと転送イネー
ブル信号ＤＥとの論理積がとられ、ＯＲゲート３５でＡＮＤゲート３３出力と送信データ
ＴＸＤとの論理和がとられる構成である。
【００３０】
　すなわち、該バイパス回路を介した転送機能の有効／無効を判断する転送イネーブル信
号ＤＥがＨレベルのときに、受信データＲＸＤはＡＮＤゲート３３をそのままスルーする
。また、ＡＮＤゲート３３をスルーした受信データＲＸＤは、送信データＴＸＤがＬレベ
ルのときに、ＯＲゲート３５をそのままスルーして転送機能が有効化される。なお、転送
イネーブル信号ＤＥは制御部２１から出力される信号である。また、転送イネーブル信号
ＤＥがＬレベルのときには、受信データＲＸＤのＡＮＤゲート３３のスルーが禁止される
ので、ＯＲゲート３５をスルーできるのは、制御部２１からの送信データＴＸＤのみであ
り、自機の送信機能が実施可能な状態となる。
【００３１】
　ここで、制御部２１が該転送イネーブル信号ＤＥを有効（Ｈレベル）とするのは、自機
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の送受信を行わず、自機の受信端子と接続される第１の他機器からの差動シリアル信号を
、自機の送信端子と接続される第２の他機器へ転送する転送機能を有効とするときのみで
ある。換言すれば、制御部２１は、自機の送受信を行うとき、転送イネーブル信号ＤＥを
無効（Ｌレベル）とする。
【００３２】
　次に、ＡＮＤゲート３１は、特許請求の範囲にいう機器状態判断手段に該当し、当該組
込インタフェース回路が組み込まれる機器（自機）が正常稼働状態であるか否かを判断し
て、機器状態信号ＤＳＴを出力する。本実施形態では、機器（自機）の稼働状態を、電圧
監視機能部２５が出力するパワーオン信号ＰＷＯ、ＷＤＴ機能部２３が出力するＷＤＴリ
セット信号ＷＴＲ、並びに、制御部２１が出力する起動完了信号ＳＴＣに基づき判断する
。
【００３３】
　電圧監視機能部２５は、自機の電源電圧（Ｖｃc）を常時監視し、電源電圧が所定電位
を下回ったときにパワーオン信号ＰＷＯをＬレベルにする。したがって、自機の電源が未
投入であるときや、停電時（瞬停を含む）などにパワーオン信号ＰＷＯがＬレベルとなる
。
【００３４】
　また、ＷＤＴ機能部２３は、ハードウェア的に時間を計測するウォッチドッグタイマ（
WatchDog Timer：ＷＤＴ）がタイムアウトしたときに、ＷＤＴリセット信号ＷＴＲをＬレ
ベルにする。例えば、制御部２１を具現するＭＰＵまたはＤＳＰ等のプロセッサ上で実行
されるプログラムの規則的な処理ルーチン中などに、このＷＤＴの計時に基づくチェック
機能が組み込まれる。その場合に、所定時間内にＷＤＴがリセットされなかった（例えば
、該処理ルーチンの所定タイミングで実行されるべきＷＤＴリセット命令が実行されなか
った）ときにＷＤＴタイムアウトとなり、システムのリセット信号として、ＷＤＴリセッ
ト信号ＷＴＲがＬレベルとなる。
【００３５】
　なお、ＷＤＴ機能部２３及び電圧監視機能部２５は、機器が持つＲＡＳ（Reliability,
 Availability and Serviceability）機能として一般的に備えられているものであり、本
実施形態では、組込インタフェース回路５０の構成要素には含まれないものとした。また
、機器が正常稼働でない状態として、ＷＤＴタイムアウトの状態や、自機の電源が未投入
である状態を例示しているが、これらの何れか一方のみを用いた構成であっても良く、ま
た、これら以外の他の要因に基づき正常稼働でない状態を判断するようにしても良い。
【００３６】
　また、起動完了信号ＳＴＣは、制御部２１の稼働状態が通常状態にあるときにのみＨレ
ベルとなる。例えば、機器の電源が投入または再投入されても、或いは、機器がリスター
トしたとしても、制御部２１が稼働可能な状態（送受信を行える状態）に至るまでの間は
、機器の起動が未完であるとして、起動完了信号ＳＴＣはＬレベルのままとなる。また、
機器（自機）の稼働を終了させるときには、制御部２１による送受信を行う必要が無くな
った時点で起動完了信号ＳＴＣはＬレベルとされ、機器の電源断時に取り残された受信デ
ータＲＸＤが残らないようにしている。
【００３７】
　ＡＮＤゲート３１では、パワーオン信号ＰＷＯ、ＷＤＴリセット信号ＷＴＲ及び起動完
了信号ＳＴＣの論理積がとられて機器状態信号ＤＳＴが生成されるので、これらの信号が
全てＨレベルにあるとき、機器（自機）の稼働状態が正常稼働状態にあるとして、Ｈレベ
ルの機器状態信号ＤＳＴが出力される。
【００３８】
　このとき、前記したように、トランジスタ２９はオフ状態となって、励磁コイル１９に
電圧は印加されず、第１スイッチング素子１７及び第２スイッチング素子１８はそれぞれ
第１端子Ａ１，Ａ２側に接続される（図１に示す接続状態）。これにより、差動シリアル
インタフェースの受信側と送信側とが分離され、また同時に、受信側と送信側に第１抵抗
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２７、第２抵抗２８がそれぞれ接続されて、終端処理が施された回路構成となる。さらに
、機器状態信号ＤＳＴは、差動シリアルトランシーバ１３の差動ドライバ１５のイネーブ
ル端子（正論理）に接続されており、自機の送信機能、或いは、バイパス回路（ＡＮＤゲ
ート３３及びＯＲゲート３５）を介した転送機能が実施可能となる。
【００３９】
　他方で、パワーオン信号ＰＷＯ、ＷＤＴリセット信号ＷＴＲまたは起動完了信号ＳＴＣ
の何れか１つがＬレベルとなったときには、機器（自機）の稼働状態が正常稼働でない状
態であるとして、ＡＮＤゲート３１からはＬレベルの機器状態信号ＤＳＴが出力されるこ
ととなる。
【００４０】
　このとき、前記したように、トランジスタ２９がオン状態となって、励磁コイル１９に
電圧が印加され、第１スイッチング素子１７及び第２スイッチング素子１８はそれぞれ第
２端子Ｂ１，Ｂ２側に接続される（図２（ｂ）に示す接続状態）。すなわち、１対の受信
端子Ｒｘ１，Ｒｘ２に入力される差動シリアル信号は、そのまま１対の送信端子Ｔｘ１，
Ｔｘ２に出力され、当該機器による差動シリアル信号の転送が無条件に機能することとな
る。
【００４１】
　また、前記したように、自機の稼働状態が正常稼働でない状態のとき、機器状態信号Ｄ
ＳＴによって差動ドライバ１５が無効となり、自機の送信機能及びバイパス回路（ＡＮＤ
ゲート３３及びＯＲゲート３５）を介した転送機能は強制的に無効化される。なお、当該
機器による転送機能は、第１スイッチング素子１７及び第２スイッチング素子１８の切り
替えによって維持されることとなる。
【００４２】
　さらに、パワーオン信号ＰＷＯとＷＤＴリセット信号ＷＴＲについては、ＡＮＤゲート
３７によって両者の論理積がとられ、該論理積の結果がリセット信号ＲＳＴとして制御部
２１に出力されている。前記したように機器（自機）の稼働状態が正常稼働でない状態に
至った後に、その要因が解消された場合、例えば、停電後の復旧により自機の電源が投入
されたケースや、ＷＤＴタイムアウト時に自機の電源断に至らずリスタートされるケース
では、該リセット信号ＲＳＴがＨレベルとなって、制御部２１はこれを検知することがで
きる。すなわち、制御部２１による復旧（リカバリ）処理が行われると共に、機器状態信
号ＤＳＴがＨレベルとなって、図１に示す転送または送信可能な接続状態に戻ることとな
る。
【００４３】
　なお、本実施形態のように正常稼働でない状態と判断される要因として、電源断を検知
するパワーオン信号ＰＷＯが含まれる場合には、バッテリバックアップで第１スイッチン
グ素子１７及び第２スイッチング素子１８による切り替え状態を維持する必要がある。バ
ッテリバックアップは、例えば、電圧監視機能部２５、ＡＮＤゲート３１、並びに、励磁
コイル１９及びトランジスタ２９の直列回路に接続される電源電位Ｖｃｃについて行う。
【００４４】
　次に、本実施形態の組込インタフェース回路５０が組み込まれた機器を、Ｎ台（Ｎは３
以上の整数）デイジーチェーン接続して構成したリング型ネットワークを図３に例示する
。
【００４５】
　同図において、リング型ネットワークは、Ｎ台の機器１－１～１－Ｎを備えている。Ｎ
番目の機器１－Ｎの１対の送信端子Ｔｘは、ケーブル５－Ｎを介して１番目の機器１－１
の１対の受信端子Ｒｘに接続されている。また、ｊ番目（ｊ＝２～Ｎ－１）の機器１－ｊ
の１対の受信端子Ｒｘは、ケーブル５－ｊ－１を介してｊ－１番目の機器１－ｊ－１の１
対の送信端子Ｔｘに接続されている。さらに、ｊ番目の機器１－ｊの１対の送信端子Ｔｘ
は、ケーブル５－ｊを介してｊ＋１番目の機器１－ｊ＋１の１対の受信端子Ｒｘに接続さ
れている。つまり、隣合う機器間で送信端子Ｔｘ及び受信端子Ｒｘを１対１接続して、リ
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ング型ネットワークを構成している。（ここで、参照符号の表記法として、「ｘ－ｙ－１
」、「ｘ－ｙ＋１」という形式の参照符号を用いているが、１番目の「－」は「の」を意
味し、２番目の「－」は減算記号を意味する。）
【００４６】
　また、同図においては、Ｎ台の機器１－１～１－Ｎそれぞれの内部構成として、組込イ
ンタフェース回路５０の部分回路４０のみを示している。ここで、部分回路４０は、図１
で説明した構成において、コネクタ１１、差動シリアルトランシーバ１３、第１スイッチ
ング素子１７、第２スイッチング素子１８、第１抵抗２７及び第２抵抗２８を備える。
【００４７】
　また、同図において、機器１－１～１－Ｎの稼働状態は、ｊ番目の機器１－ｊが非正常
稼働状態にあり、ｊ番目の機器１－ｊ以外の機器が正常稼働状態にある。したがって、機
器１－ｊ以外の機器については、第１スイッチング素子１７及び第２スイッチング素子１
８がそれぞれ第１端子Ａ１，Ａ２側に接続され、受信端子Ｒｘを介して受信した差動シリ
アル信号または自機の送信データを、送信端子Ｔｘを介してそれぞれ転送または送信可能
な接続状態である。
【００４８】
　また、ｊ番目の機器１－ｊでは、第１スイッチング素子１７及び第２スイッチング素子
１８がそれぞれ第２端子Ｂ１，Ｂ２側に接続され、受信端子Ｒｘに入力される差動シリア
ル信号がそのまま送信端子Ｔｘに出力される転送のみを行う接続状態である。このとき、
ｊ番目の機器１－ｊの第１抵抗２７及び第２抵抗２８は転送経路に接続されず、ｊ－１番
目の機器１－ｊ－１の送信側からｊ＋１番目の機器１－ｊ＋１の受信側に至る伝送経路に
おいて、機器１－ｊ－１の第２抵抗２８と、機器１－ｊ＋１の第１抵抗２７とがそれぞれ
終端抵抗として機能することとなる。
【００４９】
　このように、非正常稼働状態となった機器において、第１スイッチング素子１７及び第
２スイッチング素子１８の切り替えにより、少なくとも該機器の転送機能が維持されて、
リング型ネットワーク上での通信経路が維持されるので、該ネットワーク及び該ネットワ
ークの他の正常稼働状態の機器に対する影響を最小限に止めることができる。
【００５０】
　次に、このようなリング型ネットワークに接続される一機器において、制御部２１が送
信を行う際に行われるネットワークの故障検知について、図４を参照して説明する。図４
は、送信時の処理手順を説明するフローチャートである。
【００５１】
　まず、制御部２１は、自機のアプリケーションから送信要求が有ったか否かを判断する
（ステップＳ１０１）。ここで、アプリケーションからの送信要求は、例えば、機器が入
室者管理を行うためのカードリーダである場合、当該機器（カードリーダ）が認証情報（
ＩＤデータ）を読み取ったときなどに発生する。この送信要求の有無の判断は、送信要求
が有るまで断続的に行われ、アプリケーションからシリアル通信の送信要求が有ったとき
（Ｓ１０１：有）、ステップＳ１０２に進む。
【００５２】
　そして、制御部２１は、ネットワークからのデータ受信が有るか否か、即ち受信割込の
有無を確認する（ステップＳ１０２）。受信割込が有った場合（Ｓ１０２：有）は、ネッ
トワークが使用中であることから該受信処理が優先され、ステップＳ１０３に進んで受信
処理を実施する。なお、このとき、転送イネーブル信号ＤＥはＨレベルとなっており、受
信データＲＸＤは、制御部２１に取り込まれると共に、バイパス回路（ＡＮＤゲート３３
及びＯＲゲート３５）並びに差動ドライバ１５を介して、送信端子Ｔｘに接続される他の
機器に転送される。
【００５３】
　また、受信割込が無い場合（Ｓ１０２：無）には、制御部２１は、ステップＳ１０４に
進んで、転送イネーブル信号ＤＥをＬレベルに設定して、バイパス回路による転送機能を
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無効にすると共に、送信機能を有効にする。
【００５４】
　そして、制御部２１は、１バイト単位でデータ送信処理を実施する（ステップＳ１０５
）。このとき、該１バイトデータについての送信回数を計数する送信回数カウンタをイン
クリメントすると共に、該１バイトデータを送信してからの経過時間を計時する送受信タ
イマの計時動作をスタートさせる。なお、送信回数カウンタ及び送受信タイマは、ハード
ウェアによって具現しても良いし、或いは、ソフトウェアによる実現であっても良い。
【００５５】
　そして、制御部２１は、自機から送信された送信データがネットワークを一巡して自機
に転送されてくるのを待つ。すなわち、自機の送信データを受信したか否かを判断する（
ステップＳ１０６）。なお、自機からの送信データがネットワーク上に送信されてから一
巡して自機に戻るまでの間、他機側では受信割込みが優先されるので、ネットワークに故
障等が発生していない限りにおいて、自機が自機の送信データ以外のデータを受信するこ
とはない。
【００５６】
　自機の送信データを受信していないとき（Ｓ１０６：Ｎｏ）には、制御部２１は、送受
信タイマの値が所定のタイムアウト値以上であるか否かを判断する（ステップＳ１１１）
。送受信タイマの値がタイムアウト値以上でなければ（Ｓ１１１：Ｎｏ）、再びステップ
Ｓ１０６で、自機の送信データについて受信の有無を確認する。
【００５７】
　つまり、ステップＳ１０６及びステップＳ１１１によって、自機から送信された送信デ
ータが、タイムアウト値の間にネットワークを一巡して自機に転送されてきたか否かが判
断され、タイムアウト値に達するまでの間に自機の送信データを受信したとき（Ｓ１０６
：Ｙｅｓ）には、ステップＳ１０７に進む。また、タイムアウト値に達するまでの間に自
機の送信データを受信しなかったとき（Ｓ１１１：Ｙｅｓ）には、ステップＳ１１２に進
む。
【００５８】
　ここで、ステップＳ１０６における判断は、受信したデータについて、制御部２１が送
信した１バイトデータとの比較による一致判断を行うものとする。また、ステップＳ１１
１で用いるタイムアウト値は予め設定されているものとする。例えば、制御部２１が送信
データＴＸＤを送信して、該送信データがネットワークを一巡して受信データＲＸＤとし
て受信するまでの転送経路における信号伝送の遅延時間に、送信ビット数（ここでは１バ
イト＝８ビット）分のシリアルデータ形成に要する時間を足し合わせた時間を、タイムア
ウト値とする。
【００５９】
　自機が送信データを送信してからタイムアウト値に達するまでの間に自機の送信データ
を受信したとき（Ｓ１０６：Ｙｅｓ）には、該１バイトデータの送受信動作について、ネ
ットワークが正常に機能していると見做すことができる。この場合、制御部２１は、転送
イネーブル信号ＤＥをＨレベルに設定して（ステップＳ１０７）、バイパス回路による転
送機能を有効にすると共に、送信機能を無効化する。
【００６０】
　そして、制御部２１は、送信回数カウンタをクリア（ステップＳ１０８）した後、次の
送信データの有無を確認し（ステップＳ１０９）、次の送信データが有る場合にはステッ
プＳ１０２に戻り、次の１バイトデータについて一連の処理を繰り返す。また、次の送信
データが無い場合には終了する。
【００６１】
　他方、自機が送信データを送信してからタイムアウト値に達するまでの間に自機の送信
データを受信しなかったとき（Ｓ１１１：Ｙｅｓ）には、制御部２１は、転送イネーブル
信号ＤＥをＨレベルに設定して（ステップＳ１１２）、バイパス回路による転送機能を有
効にすると共に、送信機能を無効化する。
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【００６２】
　そして、制御部２１は、送信回数カウンタを参照して、該１バイトデータについての送
信回数がＫ回に達したか否かを判断（ステップＳ１１３）し、Ｋ回未満の場合（Ｓ１１３
：Ｎｏ）には、ステップＳ１０２に戻って、該１バイトデータについて一連の処理を繰り
返す。ここで、判断に用いる係数Ｋは、不具合発生時（送受信データの不一致または受信
タイムアウト時）に行うリトライ回数を規定するものであり、最大Ｋ－１回のリトライが
行われることとなる。具体的に、例えばＫ＝２～３に設定される。
【００６３】
　また、該１バイトデータについての送信回数がＫ回に達しているとき（Ｓ１１３：Ｙｅ
ｓ）には、送信回数カウンタをクリア（ステップＳ１１４）した後、ネットワークに故障
が発生していると判断して、エラーログを生成すると共に、メモリに保存（ステップＳ１
１５）した後に終了する。ここで、エラーログは、例えば、発生した不具合の事象（送受
信データの不一致または受信タイムアウト）、送信データ、受信データ（受信データが有
る場合に限る）、時刻データ（機器が時計機能を持つ場合に限る）などのログである。
【００６４】
　さらに、図５には、図３に示したリング型ネットワークをビル管理システムに適用した
ときのシステム構成図を示す。同図において、ビル管理システムは、システム全体を統括
し情報収集機能を持つサーバ６２と、サーバ６２に収集された情報を閲覧可能なクライア
ントＰＣ６1と、第１ネットワーク７ｐ及び第２ネットワーク７ｑを含む複数のリング型
ネットワークと、これら構成要素に接続されデータ通信を中継するハブ６３と、を備えて
いる。なお、ビル管理システムには、撮像装置による監視系統や空調制御系統など種々の
系統が含まれるが、図５に示す構成では省略している。
【００６５】
　リング型ネットワーク７ｐ，７ｑの区分は、例えばフロアや所定の区画分け等によって
行われ、各ネットワークを構成する機器の内の１つが、該ネットワークにおけるホストコ
ントローラの機能を備えている。図５では、第１ネットワーク７ｐまたは第２ネットワー
ク７ｑにおいて、それぞれ１番目の機器１－１がホストコントローラ機能を持つものとし
、それぞれが備えるインタフェース回路５０を介してハブ６３に接続されている。なお、
１つの機器にホストコントローラ機能を組み込む形ではなく、別途独立したホストコント
ローラを備えた構成としても良い。
【００６６】
　第１ネットワーク７ｐ及び第２ネットワーク７ｑは、構成機器台数がそれぞれＰ台、Ｑ
台と異なるが、両者の構成はほぼ同等であるので、ここでは、代表的に第１ネットワーク
７ｐの構成について具体的に説明して、第２ネットワーク７ｑについては説明を省略する
。
【００６７】
　第１ネットワーク７ｐは、Ｐ台の機器１－１～１－Ｐを備え、図３と同様に、隣合う機
器間で送信端子Ｔｘ及び受信端子Ｒｘがケーブル５－１～５－Ｐを介して１対１接続され
て、リング型ネットワークを構成している。例えば、第１ネットワーク７ｐが入退室管理
系統を実現するものである場合、機器１－１～１－Ｐはカードリーダや電気錠である。以
下では、機器１－３がカードリーダであり、機器１－４が電気錠であるとし、入室時のセ
キュリティ管理を一例として、具体的なデータ送受信について説明する。
【００６８】
　入出者がカードリーダ（機器１－３）にＩＤカードを近接または接触させると、ＩＤカ
ードに記録されている認証情報であるＩＤデータが読み取られ、ホストコントローラ機能
を持つ機器１－１を介してサーバ６２に伝送される。サーバ６２は、入室許可者のＩＤが
登録されたデータベースを備え、伝送されたＩＤデータとデータベースに登録されたＩＤ
とを照合し、同じＩＤが登録されていれば、入室可であることを示す信号を機器１－１に
送信し、入室履歴として入室者のＩＤデータおよび入室時刻をメモリ等に記録する。また
、未登録ＩＤであれば、サーバ６２は、入室不可であることを示す信号を機器１－１に送
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信する。機器１－１は、サーバ６２から受けた入室可の信号または入室不可の信号に応じ
た制御信号を電気錠（機器１－４）に送信し、電気錠（機器１－４）の開錠または施錠を
制御する。
【００６９】
　ここで、ホストコントローラ機能を持つ機器１－１と、カードリーダ（機器１－３）及
び電気錠（機器１－４）との間の送受信は、前記したような半二重の差動シリアルインタ
フェースを介して行われる。例えば、カードリーダ（機器１－３）がＩＤデータを読み取
ったときに、制御部２１に対する送信要求が発生し、図４を参照して説明した送信処理が
行われる。なお、前記したように、ネットワーク上での不具合発生時（送受信データの不
一致または受信タイムアウト時）には、該不具合に関するエラーログが制御部２１のメモ
リに保持されている。各機器１－１～１－Ｐのエラーログは、定期的にまたはサーバ６２
からの要求に応じて、ホストコントローラ機能を持つ機器１－１を介してサーバ６２に伝
送されて集中管理される。また、サーバ６２内のエラーログを含む各種情報はクライアン
トＰＣ６1を介して確認することができ、保守やシステム異常発生時のトラブルシューテ
ィングを行うための情報として供されることとなる。
【００７０】
　以上説明したように、本実施形態の組込インタフェース回路では、１対の受信端子Ｒｘ
１，Ｒｘ２を介して差動シリアル信号を受信する差動レシーバ１４と、１対の送信端子Ｔ
ｘ１，Ｔｘ２に差動シリアル信号を出力する差動ドライバ１５と、を備え、機器状態判断
手段（ＡＮＤゲート３１）により、当該組込インタフェース回路が組み込まれる機器が正
常稼働状態であるか否かを判断し、切替手段（第１スイッチング素子１７、第２スイッチ
ング素子１８）により、機器状態判断手段が正常稼働状態であると判断したときには、１
対の受信端子Ｒｘ１，Ｒｘ２及び差動レシーバ１４間、並びに、差動ドライバ１５及び１
対の送信端子Ｔｘ１，Ｔｘ２間、をそれぞれ接続し、また、機器状態判断手段が正常稼働
でない状態と判断したときには、１対の受信端子Ｒｘ１，Ｒｘ２及び１対の送信端子Ｔｘ
１，Ｔｘ２間を接続する。具体的に、正常稼働でない状態には、機器の動作が異常である
状態、機器の起動が未完である状態、及び／または、機器の電源が未投入である状態を含
むことが望ましい。
【００７１】
　このように、本実施形態では、送受信端子の分離構成により、ネットワークを構成する
場合において、当該機器と他の機器とのデイジーチェーン接続が可能となり、１：１接続
の配線接続となることで、マルチポイント接続と比較して、１送受信（１本のケーブル）
毎の配線長は短くなり、配線長が接続機器の台数に影響されにくい仕組みが可能となる。
また、信号配線の分岐（スタブ）を無くすことができ、反射の影響を受けないので信号遅
延を抑制することができ、結果として、伝送速度の高速化を図ることができる。
【００７２】
　また、機器の稼働状態に応じた切替手段による自律的な切り替えを行うので、機器が正
常稼働でない状態、例えば、機器の電源異常や機器故障等が発生した場合においても、送
受信端子間を短絡するので、ネットワーク側から見たときに、当該機器と他の機器との接
続状態が常に維持されることとなり、ネットワークへの影響を最小限に抑制することがで
きる。また、機器には、他機器からの受信データを監視する等の監視機能を持たせる必要
も無いので、より簡単な機器構成で、ネットワークに接続される機器が異常動作状態に陥
った場合でも、該ネットワークにおける他の機器との接続状態を維持して、ネットワーク
システムへの影響を最小限に抑制し得る組込インタフェース回路を実現することができる
。
【００７３】
　また、本実施形態では、切替手段は、一端が受信端子の反転極性端子Ｒｘ２及び差動レ
シーバ１４の反転極性入力と接続される第１抵抗２７と、一端が送信端子の正極性端子Ｔ
ｘ１及び差動ドライバ１５の正極性出力と接続される第２抵抗２８と、を備える。また切
替手段は、第１抵抗２７の他端と接続される第１端子Ａ１と、第２抵抗２８の一端と接続
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される第２端子Ｂ１と、受信端子の正極性端子Ｒｘ１及び差動レシーバ１３の正極性入力
と接続される第３端子Ｃ１と、を備え、第３端子Ｃ１と第１端子Ａ１または第２端子Ｂ１
との接続を切り替える第１スイッチング素子１７を備える。また切替手段は、第２抵抗２
８の他端と接続される第１端子Ａ２と、第１抵抗２７の一端と接続される第２端子Ｂ２と
、送信端子の反転極性端子Ｔｘ２及び差動ドライバ１５の反転極性出力と接続される第３
端子Ｃ２と、を備え、第３端子Ｃ２と第１端子Ａ２または第２端子Ｂ２との接続を切り替
える第２スイッチング素子１８を備える。
【００７４】
　この場合、機器状態判断手段（ＡＮＤゲート３１）が正常稼働状態であると判断したと
きは、第１スイッチング素子１７の第３端子Ｃ１と第１端子Ａ１とを接続すると共に、第
２スイッチング素子１８の第３端子Ｃ２と第１端子Ａ２とを接続し、正常稼働でない状態
と判断したときは、第１スイッチング素子１７の第３端子Ｃ１と第２端子Ｂ１とを接続す
ると共に、第２スイッチング素子１８の第３端子Ｃ２と第２端子Ｂ２とを接続する。
【００７５】
　このような構成及び機器状態判断手段の状態判断に基づく切り替えにより、機器が正常
稼働状態のときには、受信される差動シリアル信号線の正極性側と反転極性側との間は第
１抵抗２７を介して接続され、終端抵抗（第１抵抗２７）による終端処理が施された構成
となる。また同時に、送信される差動シリアル信号線の正極性側と反転極性側との間は第
２抵抗２８を介して接続され、終端抵抗（第２抵抗２８）による終端処理が施された構成
となる。また、機器が正常稼働でない状態のときには、差動シリアル信号には終端抵抗（
第１抵抗２７または第２抵抗２８）は接続されない。このように、１：１接続の配線接続
において、終端抵抗が最適な位置で有効となるので、差動シリアル信号の信号波形の品質
向上を図ることができる。
【００７６】
　また、本実施形態では、差動レシーバ１４及び差動ドライバ１５を介した差動シリアル
信号の送受信を制御する制御部２１を備えて、制御部２１により、差動レシーバ１４を常
時作動可能とし、差動ドライバ１５を機器状態判断手段（ＡＮＤゲート３１）が正常稼働
状態であると判断したときにのみ作動可能としている。このように、機器が正常稼働でな
い状態のときには、自機の送信機能が無効となるので、異常動作による誤送信処理をハー
ド的に阻止することができ、ネットワークの通信品質の維持が可能となる。
【００７７】
　また、本実施形態では、差動レシーバ１４の出力と差動ドライバ１５の入力とを接続す
るバイパス回路（ＡＮＤゲート３３及びＯＲゲート３５）を備え、制御部２１により、第
１の他機器からの差動シリアル信号を第２の他機器へ転送する転送機能を有効とするとき
にのみ、バイパス回路を有効とするようにしている。これにより、制御部２１のソフトウ
ェアなどによる内容判定処理を介さずに、バイパス回路を介して受信データＲＸＤを直接
送信側へスルーさせるので、伝達時間のタイムロスを最小限に抑えることができる。
【００７８】
　また、本実施形態では、当該組込インタフェース回路が組み込まれる機器が、Ｎ番目（
Ｎは３以上の整数）の機器１－Ｎの１対の送信端子が１番目の機器１－１の１対の受信端
子に接続され、ｊ番目（ｊ＝２～Ｎ－１）の機器１－ｊの１対の受信端子がｊ－１番目の
機器１－ｊ－１の１対の送信端子に接続され、ｊ番目の機器１－ｊの１対の送信端子がｊ
＋１番目１－ｊ＋１の機器の１対の受信端子に接続されたＮ個の機器１－１～１－Ｎを備
えたネットワークシステムの一機器であるとき、制御部２１は、当該機器から差動シリア
ル信号を送信した後、一定期間内に該差動シリアル信号を受信しないとき、或いは、一定
期間内に受信した差動シリアル信号が送信した差動シリアル信号と一致しないとき、ネッ
トワークシステムの異常であると判断する。
【００７９】
　このように、送信処理において、送信データが正しく受信されているか否か、並びに、
自機が送信したデータであるか否かの整合性確認を行うので、データ送信毎にネットワー
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クの健全性確認が可能となる。
【００８０】
　また、本実施形態では、当該組込インタフェース回路が組み込まれる機器が、前記と同
等のネットワークシステムの一機器であるとき、制御部２１は、当該機器から差動シリア
ル信号を送信する期間、及び、該送信後に該差動シリアル信号を受信するまでの期間、或
いは、該送信後から一定期間の間、転送機能を無効とする。このように、送信処理の間、
バイパス回路を介して受信データＲＸＤが転送されるのを防ぐことにより、１回の送信で
発せられたデータがリング型ネットワークを巡回するのを１回までとすることができ、ネ
ットワークの伝送効率を低下させることなく維持できる。
【００８１】
〔変形例１〕
　以上、本発明の実施形態について図面を参照して詳述したが、本発明はこれら実施形態
およびその変形に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲の設計変更等
があっても本発明に含まれる。例えば、前記実施形態において、第１スイッチング素子１
７及び第２スイッチング素子１８において第１端子をＡ１，Ａ２、第２端子をＢ１，Ｂ２
と称したが、これらの称呼はリレーにおけるａ接点、ｂ接点に関連したものではない。し
たがって、Ａ１，Ａ２及びＢ１，Ｂ２の称呼を入れ替えても何ら問題はない。
【００８２】
　また、自機の稼働状態が正常稼働でない状態のときに励磁コイル１９に電圧を印加して
、第１スイッチング素子１７及び第２スイッチング素子１８がそれぞれ第２端子Ｂ１，Ｂ
２側に接続されるようにしたが、この構成に限定されるものではない。トランジスタ２９
をｎｐｎ型として、自機の稼働状態が正常稼働状態のときに励磁コイル１９に電圧を印加
し、第１スイッチング素子１７及び第２スイッチング素子１８がそれぞれ第１端子Ａ１，
Ａ２側に接続されるように構成することも可能である。但し、通常、正常稼働でない状態
の期間は正常稼働状態の期間と比べて非常に短い期間であることから、電力消費の観点か
らは、実施形態の構成の方が消費電力は小さい。
【００８３】
　また、実施形態では、第１スイッチング素子１７及び第２スイッチング素子１８をメカ
ニカルリレーで具現したが、ＭＯＳＦＥＴ（Metal-Oxide-Semiconductor Field-Effect T
ransistor）を用いた構成であっても良い。図６には、ＭＯＳＦＥＴを用いて第１スイッ
チング素子及び第２スイッチング素子を構成したときの組込インタフェース回路の部分的
な回路構成図を示す。
【００８４】
　同図において、第１スイッチング素子１７ａは、ＮＯＴゲート４１及びｎチャネル型Ｍ
ＯＳＦＥＴ４３，４４を備え、第２スイッチング素子１８ａはＮＯＴゲート４２及びｎチ
ャネル型ＭＯＳＦＥＴ４６，４７を備えた構成である。
【００８５】
　すなわち、本変形例における切替手段は、一端が受信端子の反転極性端子Ｒｘ２及び差
動レシーバ１３の反転極性入力と接続される第１抵抗２７と、一端が送信端子の正極性端
子Ｔｘ１及び差動ドライバ１５の正極性出力と接続される第２抵抗２８と、を備える。ま
た切替手段は、一端が第１抵抗２７の他端と接続され、他端が受信端子の正極性端子Ｒｘ
１及び差動レシーバ１４の正極性入力と接続されるＭＯＳＦＥＴ４３（第３スイッチング
素子）と、一端が第２抵抗２８の一端と接続され、他端が受信端子の正極性端子Ｒｘ１及
び差動レシーバ１４の正極性入力と接続されるＭＯＳＦＥＴ４４（第４スイッチング素子
）と、を備える。また切替手段は、一端が第１抵抗２７の一端と接続され、他端が送信端
子の反転極性端子Ｔｘ２及び差動ドライバ１５の反転極性出力と接続されるＭＯＳＦＥＴ
４７（第５スイッチング素子）と、一端が第２抵抗２８の他端と接続され、他端が送信端
子の反転極性端子Ｔｘ２及び差動ドライバ１５の反転極性出力と接続されるＭＯＳＦＥＴ
４６（第６スイッチング素子）と、を備える。
【００８６】
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　この場合、機器状態判断手段（ＡＮＤゲート３１）が正常稼働状態であると判断したと
きは、ＭＯＳＦＥＴ４３及びＭＯＳＦＥＴ４６を閉（オン）制御すると共に、ＭＯＳＦＥ
Ｔ４４及びＭＯＳＦＥＴ４７を開（オフ）制御し、正常稼働でない状態と判断したときは
、ＭＯＳＦＥＴ４３及びＭＯＳＦＥＴ４６を開（オフ）制御すると共に、ＭＯＳＦＥＴ４
４及びＭＯＳＦＥＴ４７を閉（オン）制御する。
【００８７】
　このような構成及び機器状態判断手段の状態判断に基づく切り替えにより、実施形態と
同様に、１：１接続の配線接続において、終端抵抗が最適な位置で有効となるので、差動
シリアル信号の信号波形の品質向上を図ることができる。なお、ＭＯＳＦＥＴ等のトラン
ジスタの電圧降下が相対的に大きいと見做される構成の場合には、このような電圧降下を
考える必要のないメカニカルリレーを用いることが望ましい。また、実施形態と同様に、
正常稼働でない状態と判断される要因としてパワーオン信号ＰＷＯが含まれる場合には、
バッテリバックアップを行う必要がある。図６の構成では、図示しない電圧監視機能部２
５の他に、例えば、ＡＮＤゲート３１及びＮＯＴゲート４１，４２について行う。
【００８８】
〔変形例２〕
　また、実施形態では、バイパス回路をＡＮＤゲート３３及びＯＲゲート３５で構成し、
転送機能の有効／無効を転送イネーブル信号ＤＥで制御したが、図６に示すように、バイ
パス回路をＯＲゲート３５a及びＡＮＤゲート３３ａで構成し、転送機能の有効／無効を
送信イネーブル信号ＴＥで制御する態様であっても良い。
【００８９】
　すなわち、図６において、本変形例のバイパス回路は、ＯＲゲート３５ａ及びＡＮＤゲ
ート３３ａを備え、ＯＲゲート３５ａで受信データＲＸＤと送信イネーブル信号ＴＥとの
論理和がとられ、ＡＮＤゲート３３ａでＯＲゲート３５ａ出力と送信データＴＸＤとの論
理積がとられる構成である。
【００９０】
　送信機能の有効／無効を判断する送信イネーブル信号ＴＥがＬレベル（無効）のときに
、受信データＲＸＤはＯＲゲート３５ａをそのままスルーする。また、ＯＲゲート３５ａ
をスルーした受信データＲＸＤは、送信データＴＸＤがＨレベルのときに、ＡＮＤゲート
３３ａをそのままスルーして転送機能が有効化される。なお、送信イネーブル信号ＴＥは
制御部２１から出力される信号である。また、送信イネーブル信号ＴＥがＨレベル（有効
）のときには、受信データＲＸＤがＯＲゲート３５ａで無効化されるので、ＡＮＤゲート
３３ａから送信データＴＸＤのみ出力可能であり、自機の送信機能が実施可能な状態とな
る。
【００９１】
〔変形例３〕
　また、図３のリング型ネットワークにおいて、前記実施形態または変形例の組込インタ
フェースを持っていなくても、半二重の差動シリアルインタフェースを持ち、且つ該リン
グ型ネットワークにおけるプロトコルで通信を行う機器であれば、該機器をケーブル５－
１～５－Ｎに接続することが可能である。すなわち、局所的なマルチポイント接続によっ
て機器を追加することが可能である。
【００９２】
　これにより、例えば、ネットワークの再構築時に新旧タイプの機器が混在するようなケ
ースにおいて、旧タイプの機器をマルチポイント接続によってネットワークに接続するよ
うな態様とすることができるなど、システム構築をより柔軟に行うことが可能となる。但
し、スタブが発生することから、システムの応答性能が要求される場合には、マルチポイ
ント接続による追加機器台数は制限されることとなる。
【符号の説明】
【００９３】
　１－１～１－Ｎ，１－Ｐ，１－Ｑ　組込インタフェース回路
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　５－１～５－Ｎ，５－Ｐ，５－Ｑ　機器
　７ｐ，７ｑ　ネットワーク
　１１　コネクタ
　Ｒｘ，Ｒｘ１，Ｒｘ２　受信端子
　Ｔｘ，Ｔｘ１，Ｔｘ２　送信端子
　１３　差動シリアルトランシーバ
　１４　差動レシーバ
　１５　差動ドライバ
　１７，１７ａ　第１スイッチング素子
　１８，１８ａ　第２スイッチング素子
　１９　励磁コイル
　２１　制御部
　２３　ＷＤＴ機能部
　２５　電圧監視機能部
　２７　第１抵抗
　２８　第２抵抗
　２９　トランジスタ
　３１，３３，３３ａ　ＡＮＤゲート
　３５，３５，３５ａ　ＯＲゲート
　４１，４２　ＮＯＴゲート

【図１】 【図２】
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